
令和６年度決算

町税
36億6,432万6千円
町税
36億6,432万6千円

繰越金
5億5,230万4千円
繰越金
5億5,230万4千円

その他の自主財源
4億3,399万2千円
その他の自主財源
4億3,399万2千円

使用料及び手数料
1億9,559万6千円
使用料及び手数料
1億9,559万6千円

地方交付税
22億6,514万7千円
地方交付税
22億6,514万7千円

国庫支出金
15億3,991万5千円
国庫支出金
15億3,991万5千円

その他の依存財源
10億9,755万3千円
その他の依存財源
10億9,755万3千円

県支出金
8億513万2千円
県支出金
8億513万2千円

町債
5億4,330万円
町債
5億4,330万円

繰入金
37万7千円
繰入金
37万7千円

自主財
源
43.7
％

依存財
源

56.3
％ 歳　入

110億9,764万2千円
町民一人あたり

43万円

民生費
41億8,986万8千円
39.5%

民生費
41億8,986万8千円
39.5%

積立金
1億3,337万9千円
1.3%

積立金
1億3,337万9千円
1.3%

災害復旧費
1,504万2千円
0.1%

災害復旧費
1,504万2千円
0.1%

維持補修費
1億2,400万9千円
1.2%

維持補修費
1億2,400万9千円
1.2%

人件費
21億3,561万1千円
20.2%

人件費
21億3,561万1千円
20.2%

扶助費
20億5,621万3千円
19.4%

扶助費
20億5,621万3千円
19.4%

物件費
16億7,202万7千円
15.8%

物件費
16億7,202万7千円
15.8%

補助費等
14億5,108万1千円
13.7%

補助費等
14億5,108万1千円
13.7%

普通建設事業費
12億2,249万8千円
11.5%

普通建設事業費
12億2,249万8千円
11.5%

繰出金
9億8,033万5千円
9.2%

繰出金
9億8,033万5千円
9.2%

公債費
6億1,628万2千円
5.8%

公債費
6億1,628万2千円
5.8%

投資及び出資金
1億8,908万5千円
1.8%

投資及び出資金
1億8,908万5千円
1.8%

総務費
13億1,951万4千円
12.4%

総務費
13億1,951万4千円
12.4%

教育費
12億5,956万5千円
11.9%

教育費
12億5,956万5千円
11.9%

土木費
10億1,839万5千円
9.6%

土木費
10億1,839万5千円
9.6%

衛生費
7億8,543万9千円
7.4%

衛生費
7億8,543万9千円
7.4%

公債費
6億1,628万2千円
5.8%

公債費
6億1,628万2千円
5.8%

消防費
5億71万3千円
4.7%

消防費
5億71万3千円
4.7%

農林水産業費
4億3,840万3千円
4.1%

農林水産業費
4億3,840万3千円
4.1%

商工費
3億8,578万8千円
3.6%

商工費
3億8,578万8千円
3.6%
議会費
9,369万円
0.9%

議会費
9,369万円
0.9%
災害復旧費
790万5千円
0.1%

災害復旧費
790万5千円
0.1%
労働費
224万8千円
0.0%

労働費
224万8千円
0.0%

歳　出
106億1,781万円
町民一人あたり

41万4千円

目的別分類 性質別分類

一般会計

町税の内訳

歳  入

歳入決算額は110億9,764万2千円、歳出決算額は106億1,781万円となりました。
歳入歳出差引額は4億7,983万2千円となり、実質収支額は4億6,000万円の黒字となりました。

決算額（110億9,764万2千円）は前年度比3億1,393万4千円の収入減、このうち、町税などの自主財源は1億2,482万3千円
の収入減となり、地方交付税などの依存財源は1億8,911万1千円の収入減となりました。

歳  出
決算額（106億1,781万円）は前年度比2億4,146万2千円の支出減となりました。目的別分類と性質別分類は下記グラフの
とおりです。

健全化判断比率
健全化判断比率は、いずれも早期健全化基準を下回って
おり、財政の健全性は保たれていると判断できます。

資金不足比率
いずれの事業も資金不足額が生じていないことから、事
業経営の健全性は保たれていると判断できます。

財政用語解説
実質収支額：収入と支出の実質的な差額をみるものです。歳入決算額か

ら歳出決算額を差し引いた収支額（歳入歳出差引額）から、
さらに翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた額です。

自主財源：町が自主的に収入できる財源のことです。町税、使用料及び
手数料などがあります。この自主財源が多いほど行政活動の
自主性と安定性を確保することができます。

依存財源：地方交付税、国庫支出金、県支出金など、主に国や県の基準
によって交付されたり割り当てられたりする財源のことです。

目的別分類：民生費、総務費、土木費など、それぞれの経費を行政目的
別に分類したものです。

性質別分類：普通建設事業費、物件費、扶助費など、それぞれの経費を
性質別に分類したものです。

主な財政指標

特別会計
令和6年度の特別会計全体の決算額は、歳入が60億
4,489万1千円、歳出が55億4,426万6千円となりまし
た。令和6年度から、下水道事業が公営企業会計と
なったことにより、前年度と比較して、歳入は15億
3,462万2千円の減、歳出は13億8,245万円の減とな
りました。

基金（保有額）
基金（保有額）は、令和６年度末で28億7,121万2千円
となり、前年度より1億3,350万9千円の増となりました。

令和6年度　健全化判断比率・資金不足比率
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、令和6年度健全化判断比率および資金不足比率を算定しました
ので公表します。

令和６年度垂井町の決算
問 総務課　財政係　☎22-1151令和６年度の決算について、その概要をお知らせします。

町民税　　　　　　　　14億1,724万円（-5.4%）
　うち個人町民税　　　12億2,720万8千円（-7.0%）
　うち法人町民税　　　  1億9,003万2千円（5.8%）
固定資産税　　　　　　19億9,959万1千円（1.3%）
軽自動車税　　　　　　　　9,365万5千円（2.6%）
町たばこ税　　　　　　  1億5,384万円（-2.7%）

（括弧内は、前年度増減比較）

町税
繰入金
地方交付税
国庫・県支出金
町債

142,959円
15円

88,372円
91,489円
21,196円

町民一人あたりに換算すると

※町民一人あたりの金額は、令和7年3月31日現在の
　人口（25,632人）で計算しています。

※地方財政状況調査による

※実質赤字額、連結実質赤字額がない場合は、「－」を記載しています。 ※資金不足がない場合は、「－」を記載しています。

民生費
総務費
教育費
土木費
衛生費

目的別分類

163,462円
51,479円
49,140円
39,731円
30,643円

人件費
扶助費
物件費
補助費等
普通建設事業費

性質別分類

83,318円
80,221円
65,232円
56,612円
47,694円

町民一人あたりに換算すると

※定額減税の影響で町民税は減収となっています

財政用語解説
基金：財源不足が生じた場合に対応するため、または特定の目的の

ために資金を積み立てたり、定額の資金を運用するためのも
のです。

町債：道路整備や学校建設など、多額の費用がかかる施設整備事業
などを実施するために借り入れるお金のことです。将来、返
済しなければなりません。

財政用語解説

財政力指数

経常収支比率
標準財政規模

0.67

81.3％
6,817,096千円

0.67

84.3％
6,652,480千円

項目 令和６年度 令和５年度 説　明
町の財政力を示す指数で、数値が 「1」に近いほど財源に余裕があるとされてお
り、「1」を超えると普通交付税が交付されなくなります。数値は、過去3年の平
均値で示されます。
毎年度経常的に収入される財源が毎年度経常的に支出される経費にどの程度使
われているか示すものです。
地方公共団体の一般財源の標準的な大きさを示すものです。

国民健康保険特別会計
不破郡介護認定審査会特別会計
介護保険特別会計
不破郡障害者総合支援認定審査会特別会計
後期高齢者医療特別会計
　　　　　　　　合 計

区　分　　　　　　　　　歳 入　　　歳 出　　差引額
2,644,947

11,942
2,907,097

1,239
479,666

6,044,891

2,391,707
11,495

2,673,540
1,038

466,486
5,544,266

253,240
447

233,557
201

13,180
500,625

財政調整基金
減債基金
墓地公園管理基金
公共下水道基金
ふるさと農村活性化対策基金
公共施設整備基金
森林環境譲与税基金
国民健康保険基金
介護保険基金
土地開発基金
　　　　　 合 計

区　分　　　　　  令和6年度　令和5年度　増減額

項目 健全化
判断比率 早期健全化基準

参考
会計名 資金不足比率

参考
経営健全化基準財政再生基準

1,410,547
186,563
10,175
55,903
10,000
608,862
2,929

448,413
125,065
12,755

2,871,212

1,372,326
142,350
10,175
55,901
10,000
558,704
2,144

448,295
125,053
12,755

2,737,703

38,221
44,213

0
2
0

50,158
785
118
12
0

133,509

町債（未償還元金）
町債（未償還元金）は、一般会計分が令和６年度末で88億7,351
万2千円となり、前年度より4,840万1千円の減となりました。

一般会計 
区　分　　　　　  令和6年度　令和5年度　増減額

8,873,512 8,921,913 -48,401

○町民一人あたりの基金（貯金）　112,017円
○町民一人あたりの町債（借金）　346,189円(一般会計）

実質赤字比率
連結実質赤字比率
実質公債費比率
将来負担比率

水道事業会計

下水道事業会計

－

－

‒
‒

4.9%
57.1%

14.11%
19.11%
25.0%
350.0%

20.0%
30.0%
35.0%

‒
20.0%

実質赤字比率
連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

資金不足比率

早期健全化基準

財政再生基準

「実質赤字比率」は一般会計等に生じている赤字の大きさを、「連結実質赤字比率」は特別会計を含む全会計に生じ
ている赤字の大きさを示したものです。黒字の場合は、「－」で表示されます。
その年度の町債（借金）の返済額等が、町の財政規模に占める割合を比率で示したものです。町債の割合が健全
な状態かどうかを判断するための指標で、過去3年の平均値で算出しています。
将来にわたって負担しなければならない町債（借金）の総額を、町の財政規模に対する割合で示したものです。
家計に例えると、ローン残高が年間収入の何倍になるか計算したものと似た指標です。
公営企業会計ごとの資金の不足額が、その事業の規模に対する比率を示すものです。
健全化判断比率に設けられた国の基準（判断ライン）です。健全化判断比率が早期健全化基準以上になった場合は、
自主的な改善努力による財政健全化を図るため、「財政健全化計画」を策定しなければなりません。
実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率が、財政再生基準以上になった場合は、「財政再生計画」を策
定しなければなりません。また、自主的な財政健全化は困難とみなされ、国などの関与による確実な財政再生が
図られます。

（単位：千円）

（単位：千円）（単位：千円）

広報たるい　2025.11 2広報たるい　2025.113



令和６年度決算

テーマ 事業名 主な内容 決算額 テーマ 事業名 主な内容 決算額

令和6年度の主要事業の決算状況② 令和6年度の主要事業の決算状況①

地区まちづくりセンター運営事業

地区まちづくり協議会支援事業
提案型協働事業
自治会活動支援事業
災害に強い河川・砂防整備事業

公衆街路灯整備管理事業

交通安全施設の新設・管理事業
小中学校防犯カメラ設置事業
庁舎周辺の都市機能集積拠点形成事業

道路除雪対策事業

幹線道路の整備促進及び安心安全な生
活道路の改良事業
道路構造物定期点検事業
不破高校スクール線の運行

巡回バス運行事業

駅周辺施設整備事業
朝倉運動公園パークマネジメント事業
府中清水土地区画整理事業
水道基幹施設の充実・強化
公共下水道推進事業
電気自動車用急速充電器設置事業

可燃ごみ処理施設等の運営

粗大ごみ・不燃ごみ・資源ごみ等処理
事業
梅谷地区工場用地開発事業

ビジネス拠点づくり事業

企業立地促進事業

プレミアム商品券発行事業

イベント実施団体への助成事業
ほ場整備事業
森林居住環境整備事業

まちづくりセンター管理経費、東地区まちづくりセンター
空調設備改修工事
地区まちづくり協議会交付金
提案型協働事業補助金（7団体・7事業）
連合自治会連絡協議会補助金
雨水出水（内水）浸水想定区域図作成業務委託等
街路灯新設工事（7箇所）、球・カバー・LED灯等取替修繕
（239箇所）等
カーブミラー新設（8箇所）、修繕（19箇所）等
各小中学校防犯カメラ設置工事(9校）
都市計画決定図書作成等支援業務委託
除雪用ホイールローダ借上料・リース料、除雪業務委託
（R7.1.10､2.8）等

市之尾線舗装改良工事他12工事、宮代121号線用地購入費等

相川橋橋梁補修工事等
不破高校スクール線運行事業補助金（利用者数5,438人）
巡回バス運行管理業務委託等（利用者数（全路線年間合計）
28,103人）
駅周辺施設管理経費、駅周辺施設防犯カメラシステム更新工事等
朝倉運動公園再整備基本構想策定支援業務委託等
府中清水土地区画整理事業支援業務委託
配水管布設替工事等
下水管布設工事・浄化センター水処理施設増設工事委託
電気自動車用急速充電器リース料等
クリーンセンター運営経費、クリーンセンター炉内耐火物
改修工事等4工事
粗大ごみ・不燃ごみの処理費並びにエコドームの運営及び
資源ごみ処理費等
梅谷地区工場用地地形測量・基本計画策定業務委託等
ビジネス拠点施設整備工事、コミュニティマネージャー業
務等委託等
工場等設置奨励金（4件）
プレミアム商品券発行補助金（1,000円券×11枚　販売数
10,000セット）
提案型地域活性化事業補助金（12件）
農業経営高度化支援事業補助金等（栗原地区、平尾地区）
林道明神線開設工事等

協
働

安
全
・
安
心

都
市
基
盤
・
環
境

産
業
・
交
流

24,059千円

15,987千円
688千円

11,714千円
46,467千円

13,714千円

2,940千円
11,968千円
1,045千円

30,558千円

178,480千円

45,827千円
5,092千円

30,963千円

30,059千円
7,340千円
8,250千円
83,030千円
493,202千円

770千円

289,236千円

116,022千円

31,363千円

225,995千円

43,306千円

11,160千円

7,413千円
42,110千円
35,112千円

※

※

※

※印の事業は物価高騰対策を兼ねて実施しています。

※

子ども･子育て支援事業
児童発達支援事業
児童手当支給事業
留守家庭児童教室の運営事業
出産・子育て応援事業
長寿お祝い商品券発行事業
地域包括ケアシステムの推進事業
福祉事業所けやきの家事業
障害者福祉手当支給事業
障害福祉サービス費等給付事業
障害児施設給付費等給付事業

福祉医療費助成事業

予防接種事業
がん検診等事業
英語教育の充実

小中学校ICT教育環境の充実

給食費無償化事業
学校施設長寿命化事業

タルイピアセンター施設改修事業

ワイワイプラザ垂井にぎわい創出事業
スポーツ団体等の育成支援事業
文化会館吹奏楽用楽器購入事業
合併70周年記念関連事業（イベント規模
拡大）
菩提山城跡総合調査事業

DX推進事業

移住・定住促進事業
結婚新生活支援事業
合併70周年記念関連事業　

第３期子ども･子育て支援事業計画策定経費
いずみの園運営経費
児童手当支給費（支給対象児童数3,454人）、システム改修費
留守家庭児童教室運営経費
相談支援、出産・子育て応援給付金の給付（228件）等
長寿お祝い商品券発行補助金、郵送料等
認知症総合支援事業、生活支援体制整備事業等
施設改修工事（エレベーター設置等）、指定管理業務委託料等
障害者福祉手当(延べ2,644件）
障害福祉サービス費等の給付（4,714件）
障害児通所給付費等の給付（1,744件）
乳幼児・小中高校生・母子父子等・重度心身障がい者への福祉
医療費の助成（延べ89,839件）等
予防接種委託業務等
各種がん検診、人間ドック委託業務等
英語指導助手への報酬（3名）等
学習者用デジタル教科書の購入、GIGAスクールタブレット保
守経費等
小中学校給食費無償化事業補助金（1,918人）
東小学校校舎長寿命化改修工事等
空調設備改修工事、図書館等照明LED化工事、防犯カメラシステ
ム更新工事等
ワイワイプラザ垂井指定管理委託、運営経費等
町・郡体育協会補助金、総合型地域クラブ補助金
吹奏楽用楽器の購入
企画展、絵本作家講演会、文化講演会、青少年芸術鑑賞会（入
場者合計5,793人）
菩提山城跡発掘調査業務等
公共施設予約管理システム導入事業、住民公開型WebGIS導入
事業、CIO補佐官業務委託等
移住定住促進住宅支援事業補助金（移住47件、定住29件）
結婚新生活支援事業補助金（２件）
町合併70周年記念式典、合併70周年記念町勢要覧作成等

福
祉
・
健
康

教
育
・
文
化

行
財
政
運
営

5,852千円
45,205千円
417,346千円
58,059千円
19,013千円
6,270千円
6,421千円
98,845千円
21,555千円
545,882千円
135,078千円

298,097千円

100,451千円
22,026千円
12,420千円

27,557千円

106,524千円
263,105千円

18,287千円

30,142千円
10,470千円
3,137千円

12,764千円

8,581千円

18,908千円

17,150千円
449千円

6,700千円

学校施設長寿命化事業 菩提山城跡総合調査事業 公共下水道推進事業 ビジネス拠点づくり事業
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問合せ職員の働き方に関すること総務課 人事係 ℡22-1151 行政改
革・DXに関すること企画調整課行政改革・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ推進係℡22-1152 

令和６年度決算報告

水道事業会計

下水道事業会計

安心・安全な水を安定供給していくことを目的に、水道施設の定期的な点検・調査や修繕等を実施し、維持保全に努めました。

また、老朽化した水道管の更新とともに主要な水道管の耐震化を図り、耐震性の向上に努めました。

今後も物価高騰により厳しい経営環境が見込まれますが、業務の効率化などを図り、計画的な施設の更新やサービスの安定供給

に努めてまいります。

令和６年度 主な建設改良工事

・下水道事業に伴う配水管布設替工事(第１～３工区) 6,419万円

・境野地内補助管布設替工事 1,194万円

快適で衛生的な生活環境の整備を目的に、令和６年度は垂井、清水、府中地区の一部について下水道管の整備を行いました。ま

た、下水道の区域の拡大に伴う浄化センターへの汚水流入量の増加に対応するための施設の増設工事を行いました。

水道事業と同様に物価高騰により厳しい経営環境が見込まれますが、下水道事業は当年度より地方公営企業会計を適用しました

ので、経営状況を正確に把握し、経費の削減に努め、計画的な施設の更新や安定した汚水処理サービスに努めてまいります。

収入：4億3,602万円（前年度比0.9％減）
支出：4億7,229万円（前年度比6.2％減）

→当年度純損失 3,627万円

収入：4,482万円（前年度比47.8％減）
支出：2億2,244万円（前年度比20.7％減）

→収支不足額 1億7,762万円

・浄化センター水処理施設増設工事委託 3億9,965万円

・下水管(面整備)工事(第1～3工区) 8,835万円

令和６年度 主な建設改良工事

収益的収支※税抜

（汚水を処理するための収入と支出）

収入： 7億1,801万円
支出： 7億966万円

⇨当年度純利益 835万円

収益的収支※税抜

（水をお届けするための収入と支出）

資本的収支※税込

（水道施設をつくるための収入と支出）

資本的収支※税込

（下水道施設をつくるための収入と支出）

収入： 7億178万円
支出： 9億1,689万円

⇨収支不足額 2億1,511万円
※収支不足額については、収益的収支の減価償却費
など内部に留保された資金で補てんしています

役場庁舎の閉庁時刻を

18:15から17:00に変更します
令和８年１月14日（水）から移行期間

令和８年４月１日（水）から本格運用を開始します

開庁時間（電話受付を含む）
期 間

金木水火月

8：30～
17：00

8：30～
18：15

8：30～
17：00

8：30～
18：15

8：30～
17：00

令和8年1月14日（水）～
3月31日（火）

開庁時間（電話受付を含む）

期 間

金木水火月

8：30～17：00令和8年4月1日（水）～

※祝日、年末年始を除いた通常開庁日

諸証明のコンビニ交付やコンビニ納付の普及に加え、行政改革として「ＤＸの推進」や「職員の働き方改革」の取組も進めていることか

ら、段階的に役場庁舎の開庁時間を変更します。ご理解、ご協力をお願いします。

問 職員の働き方に関すること

総務課 人事係 ☏22-1151

行政改革・DXに関すること

企画調整課 行政改革・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ推進係 ☏22-1152 

本格運用

移行期間

問合せ職員の働き方に関すること総務課 人事係 ℡22-1151 行政改
革・DXに関すること企画調整課行政改革・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ推進係℡22-1152 

令和６年度決算報告

水道事業会計

下水道事業会計

安心・安全な水を安定供給していくことを目的に、水道施設の定期的な点検・調査や修繕等を実施し、維持保全に努めました。

また、老朽化した水道管の更新とともに主要な水道管の耐震化を図り、耐震性の向上に努めました。

今後も物価高騰により厳しい経営環境が見込まれますが、業務の効率化などを図り、計画的な施設の更新やサービスの安定供給

に努めてまいります。

令和６年度 主な建設改良工事

・下水道事業に伴う配水管布設替工事(第１～３工区) 6,419万円

・境野地内補助管布設替工事 1,194万円

快適で衛生的な生活環境の整備を目的に、令和６年度は垂井、清水、府中地区の一部について下水道管の整備を行いました。ま

た、下水道の区域の拡大に伴う浄化センターへの汚水流入量の増加に対応するための施設の増設工事を行いました。

水道事業と同様に物価高騰により厳しい経営環境が見込まれますが、下水道事業は当年度より地方公営企業会計を適用しました

ので、経営状況を正確に把握し、経費の削減に努め、計画的な施設の更新や安定した汚水処理サービスに努めてまいります。

収入：4億3,602万円（前年度比0.9％減）
支出：4億7,229万円（前年度比6.2％減）

→当年度純損失 3,627万円

収入：4,482万円（前年度比47.8％減）
支出：2億2,244万円（前年度比20.7％減）

→収支不足額 1億7,762万円

・浄化センター水処理施設増設工事委託 3億9,965万円

・下水管(面整備)工事(第1～3工区) 8,835万円

令和６年度 主な建設改良工事

収益的収支※税抜

（汚水を処理するための収入と支出）

収入： 7億1,801万円
支出： 7億966万円

⇨当年度純利益 835万円

収益的収支※税抜

（水をお届けするための収入と支出）

資本的収支※税込

（水道施設をつくるための収入と支出）

資本的収支※税込

（下水道施設をつくるための収入と支出）

収入： 7億178万円
支出： 9億1,689万円

⇨収支不足額 2億1,511万円
※収支不足額については、収益的収支の減価償却費
など内部に留保された資金で補てんしています

役場庁舎の閉庁時刻を

18:15から17:00に変更します
令和８年１月14日（水）から移行期間

令和８年４月１日（水）から本格運用を開始します

開庁時間（電話受付を含む）
期 間

金木水火月

8：30～
17：00

8：30～
18：15

8：30～
17：00

8：30～
18：15

8：30～
17：00

令和8年1月14日（水）～
3月31日（火）

開庁時間（電話受付を含む）

期 間

金木水火月

8：30～17：00令和8年4月1日（水）～

※祝日、年末年始を除いた通常開庁日

諸証明のコンビニ交付やコンビニ納付の普及に加え、行政改革として「ＤＸの推進」や「職員の働き方改革」の取組も進めていることか

ら、段階的に役場庁舎の開庁時間を変更します。ご理解、ご協力をお願いします。

問 職員の働き方に関すること

総務課 人事係 ☏22-1151

行政改革・DXに関すること

企画調整課 行政改革・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ推進係 ☏22-1152 

本格運用

移行期間

令和６年度決算

令和８年１月14日（水）から移行期間

令和８年４月１日（水）から本格運用を開始します
移行期間

期　間
開庁時間（電話受付を含む）

令和８年１月14日(水)～
　　　　３月31日(火)

月　　　　　 火 　　　　　水　　　　　 木　　　　　 金

8：30 ～
 17：00

8：30 ～
 18：15

8：30 ～
 17：00

8：30 ～
 17：00

8：30 ～
 18：15

本格運用

期　間
開庁時間（電話受付を含む）

令和８年４月１日(水)～

月　　　　　 火 　　　　　水　　　　　 木　　　　　 金

8：30 ～ 17：00

※祝日、年末年始を除いた通常開庁日

諸証明のコンビニ交付やコンビニ納付の普及に加え、行政改革として「DXの推進」や「職員の働き方改革」の取組も進めてい
ることから、段階的に役場庁舎の開庁時間を変更します。ご理解、ご協力をお願いします。

問 職員の働き方に関すること
　 総務課　人事係　☎22-1151
　 行政改革・DXに関すること
　 企画調整課　行政改革・デジタル推進係　☎22-1152

18：15から17：00に変更します

水道事業会計

令和６年度　主な建設改良工事

収益的収支 ※税抜
（水をお届けするための収入と支出）

安心・安全な水を安定供給していくことを目的に、水道施設の定期的な点検・調査や修繕等を実施し、維持保全に努
めました。また、老朽化した水道管の更新とともに主要な水道管の耐震化を図り、耐震性の向上に努めました。
今後も物価高騰により厳しい経営環境が見込まれますが、業務の効率化などを図り、計画的な施設の更新やサービス
の安定供給に努めていきます。

・下水道事業に伴う配水管布設替工事(第１～３工区)　6,419万円   
・境野地内補助管布設替工事　1,194万円  

下水道事業会計

令和６年度　主な建設改良工事

快適で衛生的な生活環境の整備を目的に、令和６年度は垂井、清水、府中地区の一部について下水道管の整備を行い
ました。また、下水道の区域の拡大に伴う浄化センターへの汚水流入量の増加に対応するための施設の増設工事を行
いました。
水道事業と同様に今後も物価高騰により厳しい経営環境が見込まれますが、下水道事業も当年度より地方公営企業会
計を適用しましたので、経営状況を正確に把握し、経費の削減に努め、計画的な施設の更新や安定した汚水処理サー
ビスに努めていきます。

・浄化センター水処理施設増設工事委託　3億9,965万円
・下水管布設(面整備)工事(第１～ 3工区)　8,835万円   

資本的収支 ※税込
（水道施設をつくるための収入と支出）

収入：4億3,602万円（前年度比0.9％減）
支出：4億7,229万円（前年度比6.2％減）
　　　⇨当年度純損失 3,627万円

収入：4,482万円(前年度比47.8%減)
支出：２億2,244万円(前年度比20.7%減)
　　　⇨収支不足額１億7,762万円

※収支不足額については、収益的収支の減価償却費など
　内部に留保された資金で補てんしています

施設の維持管理費など
２億993万円

水道施設の整備費など
9,027万円

借入金の返済
１億3,217万円

収支不足額
１億7,762万円

加入金など
4,482万円

収入
4,482万円水道料金

３億6,332万円

その他の収入
7,270万円 借入金利息

2,925万円当期純損失
3,627万円

減価償却費
２億3,311万円

支 出
４億

7,229万円
支 出
２億

2,244万円

収 入
４億

3,602万円

収益的収支 ※税抜
（汚水を処理するための収入と支出）

資本的収支 ※税込
（下水道施設をつくるための収入と支出）

収入：7億1,801万円
支出：7億966万円
　　　⇨当年度純利益 835万円

収入：7億178万円
支出：9億1,689万円
　　　⇨収支不足額 2億1,511万円

※収支不足額については、収益的収支の減価償却費など
　内部に留保された資金で補てんしています

施設の維持管理費など
２億5,573万円 処理施設の整備費など

５億4,146万円

借入金の返済
３億7,543万円

借入金
２億3,020万円

一般会計繰入金
１億8,909万円

負担金、補助金
２億8,249万円

収入
７億

178万円一般会計繰入金
２億8,041万円

下水道使用料
２億1,535万円

その他の収入
２億2,225万円 借入金利息

7,156万円
当期純利益
835万円

減価償却費
３億8,237万円

支 出
７億

966万円

支 出
９億

1,689万円

収 入
７億

1,801万円

収支不足額
２億1,511万円

役場庁舎の閉庁時刻を

・各業務に関することは、担当課へ直接お問い合わせください。
・開庁時間以外の緊急時は、代表電話（☎22-1151）にて対応し
　ます。
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